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1。は じ  め  に

本報告はある地域の168棟の既存鉄筋 コンクリー ト造

(以下, RヽC造 )公 共建物についての耐震診断基準
Dに よる

耐震診断結果を用いて,そ の耐震性能を分析するとともに,

文献 2)と 同様の手法を用いて本調査地域および他地域の

既存建物の構造耐震指標 (以下,Is値 )分 布 と地震被害

率 との関係について検討を行ったものである。

2.既 存建物の耐震性能の分析

2.1 対 象建物および調査項目

対象建物はある地域の地震経験のない RC造 公共建物

168棟で,調 査項 目は,建 物用途,層 数,建 設年度,構 造

形式,耐 震診断結果等である.な お,本 調査で対象とした

建物の中には昭和56年以降のいわゆる新耐震設計法による

ものが 6棟 含まれるが,こ れらは新耐震以前に建設された

建物の増築部分であり,増 築部との間にはエキスパンショ

ンジョイントが設けられていることから本調査では別建物

として耐震診断を行ったものである。

2.2 耐 震性能の検討

1)用 途"層 数および建設年度

図 1, 2に 対象 とする建物168棟の用途,層 数と建設年

度の頻度分布 を示す。全体の80%が 2～ 4階 建てで,警

察 ・消防署52棟,学 校および学校体育館56棟,住 宅26棟,

事務所20棟等であ り,全 体の42%が 昭和46年の建築基準法

施行令改正前に建設されたものである。

2)対 象建物の構造形式

図 3に ,対 象建物の 1階 の延床面積壁率と平均せん断応

力度の関係を示す。いわゆる志賀マップに対象建物のデー

タをプロットしたものを示すの.構造形式としては,純
ラーメン,あ るいはそれに近いものから壁のみで構成され
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図 1 対 象建物の用途と層数の分布
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図2 対 象建物の建設年度の分布

るものまで,幅 広 く分布しているのが分かる。図中の一点

鎖線は,Aω/Σん́<30(εz2/ε22)かっ1000Σ五ノ(■ε十
4_)>12(セ /ε解

2)の
ゾーン (十勝沖地震,宮 城県沖地震

で被害の生じた建物が含まれているいわゆる危険ゾーン)

を,破 線は単位床面積当りの重量を1.3ノ解
2と

した場合の

1次 診断による 島 値 と志賀マ ップの関係 を示す。危険

ゾーンに含まれる建物は全体の約18%で あった。
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図3 延 床面積壁率と平均せん断応力度の関係

3)対 象建物の構造耐震指標の分布

図 4に 対象建物の 2次 診断による 1階 の Is値の分布を

示す。ここでは Is値<2.5の みについて示 したが,こ れは

(1)Is値 の極端に高いものは後で検討する被害率の推定

などを行うとき被害を生じる可能性がほとんどないこと,

(2)2.5未満に全データの約95%が 含まれていることを考

慮して,主 観的に決定したものである.後 述のデータ分析

においても主としてIs値<2.5のみを取り扱っている。同

図の曲線は分布を対数正規分布により近似したものである

が,そ の Is値の分布は0,7付近にピークを持つ式 (1)の

ような対数正規分布で近似でき,そ の耐震性能は建物に

よって大きく差があるのが分かる.
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表 1 代 表的な用途別のIs値の統計値
*)

建

設
年
度

７‐
前

‐９

以

1.29'T′

く1〉

0 , 9 5 ( 0 . 5 0 )

0.53く18〉

1 , 0 4 ( 0 . 5 6 )

0.54く29〉

0,75(0。42)

0.56く44〉

1 9 7 1

以後

1 . 3 1 ( 0 . 5 2 )

0.40く53〉

1 . 0 6 ( 0 . 3 7 )

0.35く23)

1 . 0 5 ( 0 , 5 0 )

0.48く72〉

0.75(0.21)

0.28く8〉

層

数

1 な し
1.20(0.52)

0.43く7〉

0.98(0.26)

0.27く2〉

1.78(0.40)

0.22く2〉

1 , 6 9 ( 0 . 4 7 )

0.28〈14〉

1 . 0 8 ( 0 . 5 4 )

0.5く6〉

1 . 2 3 ( 0 . 5 2 )

0.42く44〉
な し

1 . 6 4 ( 0 . 4 9 )

0.30〈4〉

1 . 0 9 ( 0 . 3 8 )

0.35く18〉

1.03(0.53)

0.51く29〉

0.90(0.21)

0.23く4〉

4
1 . 1 2 ( 0 . 4 4 )

0.39く36〉
な し

0.77(0.44)

0.57く10〉

0。73(0.31)

0,42く22〉

な し
0,71(0.22)

0.31く10〉

0.76(0.34)

0.45く14〉

0 . 6 1 ( 0 . 3 3 )

0.54く20〉

な し な し
0 . 6 5 ( 0 . 1 )

0.15〈2〉

0.90(0.49)

0.54く4〉

破
壊
形
式

極短柱
1.23(0.55)

0.45く25〉

0.65(0.17)

0.26く10)

1.01(0.53)

0.52く53〉

0 . 6 9 ( 0 . 3 8 )

0.55〈28〉

せん断
1 . 5 1・

・・・′

( 1 )

1.07(0.59)

0.55く6)

1.12(0.64)

0.57く14)

0.86(0.36)

0.42く7〉

曲げ

せん断

1.33(0.45)

0.34く27〉

1.11(0.36)

0。32く23〉

1.07(0.45)

0.42〈32〉

0.79(0.43)

0.54く17〉

曲 げ
2.37‐

~′

く1〉

1 . 5 7 ( 0 . 3 9 )

0.25く2〉

1.29(0.57)

0.44く2〉
な し

注 段 :平均値,(標
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0.4～0。6程度の建物が最も多いのに対 し,改 正後は0.4以

下の建物は少ない。第3章で述べるように,Is値 <0。4の

建物には1968年・十勝沖地震,1978年 ・宮城県沖地震で大

被害が生じているが,基 準の強化 (せん断設計の強化)に

より,こ の程度の地震動に対して被害が生じる可能性のあ

る建物の割合が減少していることが分かる。

5)用 途別の :s値分布

図 6に は対象建物の代表的な用途別の 1階 Is値分布の

対数正規分布による近似曲線を比較したものであり,表 1

にはそれら用途別の建物の統計値を示す。

Is値の最も高い学校体育館は昭和46年の建築基準法施

行令改正以前より以後に建設された建物が多い。最も低い

ものである住宅建物は改正以前に建設された建物が多く,

l―÷・≦≒昇l①
y : - 0。129 % : 0。 512

4)設 計年度別の is値の分布

図 5に ,昭 和46年の建築基準法施行令改正前後における

2次 診断 1階 の IS値分布の変化を示す。改正前は Is値が
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図 5 設 計年度別の Is値の分布
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図6 代 表的な用途別のIs値分布
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図4 対 象建物のIs値の分布



本調査地域の統計値

DATA :315  MEAN事:-0.129

‖lN  :0 22 STDr :0.512

‖AX :2.46キ log(ls)について

MEAN:0.99 の 統計量
COV  :0.50
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151  、  :  , : | キ ●m彙ュ喘ハ螢ュ胎  日    を 「被害率 司 と定義すると,「被害率 司 は (2)式 で

表せる.

1 . 2

L X 0  9
緊
夜
騒ヨD 6

0 . 3 (2)式 の []項 は PrOb[ET>″ ],す なわち ム=α

の建物の被害確率を表 し, また (3)式 に示すように,(2)

式の被積分項 ν(″)は 被害建物の Is値分布を表す。 した

がつて,亀 (″),島 T(α)か ら (2)式 ,(3)式 を用いて,

被害率 y及 び被害建物の Is値分布 ν(″)が 推定できる.

なお,本 検討における荷動効果の分布 PET(∬)は 静岡県に

おける被害想定時に用いた分布を用いた.

3.2 地 震被害率の推定

本調査地域における被害建物の Is値と地震被害率 との

関係を図 8に ,関 東某県における被害建物の Is値と地震

被害率との関係を図 9に ,文 献 2)の 静岡県における被害

建物の Is値と地震被害率との関係を図10にそれぞれ示す.

なお文献 5)に 示すように,1968年 ・十勝沖地震,1978

年 ・官城県沖地震による卓越周期0.4秒の地盤における建

物に入力される入力地震加速度レベルを0.23gと設定 して

いるが, さらに同図には入力地動加速度レベルが0.36g,

0.45gと変化 した場合についての被害率 7及 び被害建物

の Is値分布 ν(″)の 推定 もあわせて示 してある。ここで

は系の許容塑性率と要求耐力比 (応答量と許容塑性率に収

めるために必要な耐力と入カレベル比)を 決めれば,必 要

Is値が入力地動加速度に比例 して定まる関係にあるDこ と

から,E7値 の確率密度関数のを変動係数一定で平均値の

みをそれぞれ0。36/0.23倍,0.45/0.23倍 して被害率 y及

び被害建物の Is値分布 ν(″)を 求めた。本矯で対象 とし

た地域における IS値分布は他の地域に比べて高いため,

被害率は低い結果となうている。

図11には本調査地域,静 岡県および関東某県における特

定地震 (十勝沖地震,宮 城県沖地震)の 入カレベル,す な

わち0.23gに対する地震被害上昇率をあわせて示す。入力

地動が0,36g,0。45gに なると,被 害率が本地域の場合は

約3.7倍,5。7倍に,関 東某県の場合は約2.7倍,3.8倍 に,

静岡県
υの場合は約3.1倍,4.6倍 になることが分かる。こ

れから他地域に比べて本調査地域の入カレベルに対する被

害率は低いものの,そ の上昇率はより高 くなることが分か

る。すなわち,本 矯で対象とした地域では入カレベルの増

大に伴い被害がより急激に拡大する可能性をがあることを

示唆 していると考えられる。

0.5          1.0          1.5          2.0          2.5
桁行・梁聞方向のis値(2次診断)

図 7 他 地域の IS値分布 との比較

極短柱せん断破壊型建物の割合が全体の50%を 上回ってい

る。また,学 校建物は 1階 建ての割合が他の建物に比べて

高 く,極 短柱せん断破壊型建物の割合が低 く,曲 げせん断

破壊型建物の割合が高い。

6)他 地域の is値分布との比較

図 7に は静岡県
め
,関 東某県

→および本調査地域におけ

る既存 RC造 建物の 2次 診断の 1階 Is値分布をそれぞれ

比較 したものである。なお,同 図には本調査地域における

学校建物の 1階 Is値分布 もあわせて示 してある。

その結果を比較すると,静 岡県および関東某県に比べて,

本調査地域の全体建物および学校建物 ともに Is値分布が

多少高めである。これは本矯で対象 としたデータについて

は,昭 和46年の建築基準法施行令改正後の建物の比率は用

途により異なるものの全体 としては改正後のものが約50%

(Is値<2.5)を 占めるのに対 し,静 岡県におけるデータ

を用いた分析結果
のでは30%程 度であり,本 調査では比較

的新 しい建物の割合が高いことが主要因と考えられる

3.信 頼性理論による地震被害率の推定

文献 2)で は静岡県における既存 RC造 建物の Is値分

布を用いて信頼性理論による地震被害率を検討 している。

本章では文献 2)と 同手法を用いて,本 調査地域および他

地域の既存建物の Is値分布 と地震被害率との関係につい

て検討を行った。

3.1 地 震被害率の推定方法
の

建物群の Is値の確率密度関数を 亀 (■),荷 重効果 (以

下 ET値 と呼ぶ)の 確率密度関数を PET(″)と する。ET

値は,入 力地動 レベルをIs値に換算 したものの,す なわ

ちある加速度 レベルの地震動に対 して安全であるために必

要な Is値で,入 力地動のばらつ きによりこの ETが 確率

量 となるとする。「全建物数に対する被害建物数の割合」

y=ギ亀(″)・

γ(″)=PL(″ )・

″:Is値

1-1しЪr(r)″]あ  0)

1~IPET(r)″
1    0)

(or ET値)
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図11 入力加速度と被害の上昇率

4。ま  と  め

ある地域の168棟の既存 RC造 公共建物についての耐震

診断結果を用いて,そ の耐震性能を統計分析 し,既 存建物

の Is値分布 と地震被害率の関係について検討を行った。

以上,結 果をまとめると次のようになる。

(1)本調査地域における耐震性能

① 建物の構造形式および耐震性能は建物により大きな差

があ り,そ の Is値分布 (建物全数)は 0,7付近にピー

クを持つ対数正規分布で近似できるものの,他 地域す

なわち,静 岡県および関東某県に比べて,本 調査地域

の Is値分布が多少高めである。これは本矯で対象とし

たデータについては,昭 和46年の建築基準法施工令改

正前後の建物の比率は用途により異なるものの全体 と

しては改正後のものが約50%(Is値 <2.5)を 占める

のに対 し,静 岡県 におけるデータを用いた分析では

30%程 度であ り,本 調査では比較的新 しい建物の割合

が高いことが主要因と考えられる。

② 昭和46年の建築基準法施行令改正前後では耐震性能の

変化が認められ,建 設年度によるIs値分布の差がある

ことが分かる。改正前はIs値が0。4～0.6程度の建物が

最も多いのに対し,改 正後は0.4以下の建物の割合が減

少 してお り,基 準法改正によってせん断設計の強化の

影響が認められる.

③ 建物の用途別の1階 Is値分布の変化を見ると,Is値 の

最も高い建物が学校体育館に対 して,最 も低いものは

住宅建物という傾向が見られた。これはIs値の最も高

い学校体育館は昭和46年の建築基準法施工令改正以前

より以後に建設された建物が多いのに対 して,最 も低

いものである住宅建物は改正以前に建設された建物が

多く,極 短往せん断壊型建物の割合が全体の50%を 上

回っているためであると考えられる。

(2)他地域における地震被害率との比較

① 特定地震 (十勝沖地震,宮 城県沖地震)の 入カレベル,

すなわち0.23gに対する地震被害率の上昇率を見ると,

入力地動加速度レベルが0,36g,0.45gになると,被 害

上昇率が本調査地域の場合は約3.7倍,5。7倍に,他 の

2地域に比べて被害率は低いものの,そ の上昇率がよ

り高い。これは本矯で対象とした地域では入カレベル

の増大に伴い被害がより急激に拡大する可能性がある

ことを示唆していると考えられる。

(1996年8月23日受理)
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図10 地 震被害率 (静岡県)
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